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「環境影響評価書への意見について」

１．手続き問題について

沖縄県は、政府・防衛省が姑息にも28日の午前4時に県庁守衛室に運び込んだ「環境影響評価書」を今年になって正式に受理したことは、手続き上間違いではないかと思うものです。

　まず、環境影響評価法は、第1条目的で、「この法律は、土地の形状の変更、工作物の新設等の事業を行う事業者がその事業の実施にあたりあらかじめ環境影響評価を行うことが環境の保全上極めて重要であることにかんがみ、‥その事業に係わる環境の保全について適正な配慮がなされることを確保し、もつて現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に資することを目的とする。」と定めています。この定義は、土地の形状の変更や工作物の新設をする前提として、国・県、国民の広範な合意を前提としています。それは、目的の最後に「現在および将来の国民の健康で文化的な生活の確保に資する」と示していることでも理解できます。しかし、辺野古新基地建設については、県民の８４％が反対を表明していること（2010年5月「琉球新報」調査）や県議会がこれまで「辺野古新基地建設反対」決議に続いて、2011年11月14日に「環境影響評価書の提出断念を」決議しました。

　本来「環境影響評価」を行うことは、新設の工作物についての建設が衆知のもとで認められた上で、最善を尽くした環境保全を行うことに他なりません。衆知の合意がなされず、今回の新基地建設で、県民の健康で文化的な生活の確保を損なうことが分かっているのに、政府はアメリカ政府からの要請を受けて、「環境影響評価書」の提出を年内に行ったこと自体が違法な行為であると思います。

２．オスプレイ配備について

今回初めてオスプレイの配備が、環境影響評価書で記されました。2007年8月の方法書段階でも、アメリカはすでにアフガニスタン戦争やハワイを含むアメリカ本土の基地でも配備がされていることから、当然新基地でも予定されていたにも係わらず、その危険性や騒音など環境影響が現れることを危惧したと推測されます。「後出し」をしたことからも、オスプレイ配備による環境影響は多大なものになることを分かっているから、今までの方法書では隠してきたのではないでしょうか。しかし、今回の評価書では、オスプレイ配備でも影響にたいしたことはないとしています。

　防衛省は「単なる機種変更」といっていますが、まったく事実に反します。オスプレイは、現行の海兵隊ヘリＣＨ４６にくらべて、積載量は2.3倍、スピードは2倍、航続距離は約6倍の軍事能力を持つ最新鋭の航空機です。墜落などの危険性だけでなく、海兵隊の軍事介入・侵略能力を増強することになります。さらに、沖縄だけでなく、海兵隊が利用している岩国基地や東富士演習場をはじめ全国の基地で訓練が実施される危険性があります。

　今回の評価書の中で、予想されるうるささ指数（ｗ値）について、準備書では辺野古漁港で68.0であったものが69.2へ、安部集落で64.8から66.1へ、辺野古高台で64.1から65.3に増幅されるとしています。ハワイで、オスプレイを配備したことで、住民からの苦情が多く出され、騒音の低減をはかることが勧告されたと報道されています。また集落上を通過しないと報告されていますが、そのまま信頼できるものでもなく、もし集落上を低空で飛行した場合にどのような状態になるかも明記すべきです。

３.ジュゴンの追い出し

　沖縄のジュゴンは危機に瀕しています。５０年後に絶滅する確率は５０％になっていますが、新基地を作るとほぼ絶滅するのではないかと考えられます。準備書でも、3頭の確認をしています。１頭は辺野古より北側の嘉陽沖、２頭は島の西側の古宇利島周辺なので、辺野古で工事してもあまり影響がないとしていました。その後の調査でも、古宇利島にいた１頭のジュゴンが島の東側に来て、辺野古沖などで観察されています。このように、ジュゴンは行動半径が広く観察された位置を持って住処にしていると断定できません。なによりも、ジュゴンのえさになる辺野古の海草藻場の面積は、嘉陽沖の１０倍あることがわかっています。

　その辺野古に基地につくることは、生息域を分断し、ジュゴンが暮せる可能性がある場所をつぶすことになります。ジュゴンの生態については、まだ十分解明されていません。今後、ジュゴンが沖縄本島の海域に来ている自然・環境条件との連関こそ研究されるべきであるのに、基地建設でジュゴンを生息させないことなどもってのほかです。

４．まとめ

　仲井真知事が、知事選後「辺野古への新基地建設は事実上無理である」発言やアメリカを訪問して、新しい形態だが、「銃剣とブルドーザー」で建設強行するのと同じという発言を評価するものです。そうした立場を堅持して、3月27日とされる知事意見の提出に向けて、政府に対して毅然とした態度で反論されることを期待しています。
